
・申請団体の文書番号

がなければ、"第 号"の

部分は削除

・日付は申請書提出日

・補助金額は、100 千円が上限

・補助対象となる金額が 100 千円に満

たないときは、その金額を記載

申請年度の 3月 20 日までには、実績報告

をしないといけないため、それまでの日

付で、事業完了予定年月日を記載



事業の内容が、要綱の別表 1に記載のある補助対

象事業となっているか確認して記載すること

申請団体名

自由記載（活動内容が分かるように）

事業 活動場所

・事業開始日：

申請日以降の日付

・事業終了日：

第 1 号様式の事業完了

予定年月日と同じ日付

要綱の別表 2を確認して、補助対象経費となるか

を確認して記載すること



・項目は、要綱の別表 2にある項目から該当のもの

を記載すること

・備考に積算の根拠を記載

申請時は、上記の１号～３号の様式に加えて、

●補助対象銀額の積算根拠とした資料（各種見積書や、販売価格が分かる写真 等）

●誓約書（様式あり）

を提出してください。


